
１ 物件税

２ 公課諸負担

損益計算書 全部⾨
勘定科⽬ 繰 越 借⽅⾦額 貸⽅⾦額 残 ⾼ 構成⽐（%）

《経常損益の部》
［経常損益の部］
【販売費⼀般管理費】

租税 公課
固定資産税・建物 140,000
固定資産税・農機具 30,000
都市計画税
不動産取得税
⾃動⾞取得税 15,000
共同施設税

ダイレクトメニューで【集計分析】⇒【集計】⇒【合計残⾼試算表】と進みます。
合計残⾼試算表の決算・全部⾨・損益計算書を参照します。
この事例では、物件税の補助科⽬として「都市計画税」「共同施設税」等を
公課所負担の補助科⽬を「集落協議会費」「養豚組合費」等を設定しています。

調査票 ７調査票 P７

物件税及び公課諸負担物件税及び公課諸負担
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調査票
の記⼊
調査票
の記⼊ 調査票 ８ページ
【４】物件税及び公課諸負担【４】物件税及び公課諸負担

損益計算書 全部⾨
勘定科⽬ 繰 越 借⽅⾦額 貸⽅⾦額 残 ⾼ 構成⽐（%）

［経常損益の部］
【販売費⼀般管理費】

租税 公課

集落協議会費 7,500
農業協同組合費 110,000
養豚組合費 90,000
農事実⾏組合費 10,000

家畜共済組合賦課⾦ 125,000



【５】 消費税

【６】 借⼊⾦（買掛未払⾦を含む）及び⽀払利⼦

損益計算書 全部⾨
勘定科⽬ 繰 越 借⽅⾦額 貸⽅⾦額 残 ⾼ 構成⽐（%）

［経常損益の部］
【営業外費⽤】

利⼦割引料 55,000
借⼊⾦利⼦
△△資⾦（畜舎⽤） 40,000
✖ ✖資⾦（ローダー⽤） 15,000
○○資⾦（トラクター）

合計残⾼試算表
貸借対照表 全部⾨

勘定科⽬ 繰 越 借⽅⾦額 貸⽅⾦額 残 ⾼ 構成⽐（%）
《負債の部》
【固定負債】

⻑期借⼊⾦ 7,800,000
△△資⾦（畜舎⽤） 3,000,000
✖ ✖資⾦（ローダー⽤） 500,000
○○資⾦（トラクター） 4,300,000

【流動負債】
買 掛 ⾦ 355,000

※ 消費税は「合計残⾼試算表」では、表⽰されません。
「バランスシート」 を参照してください。

※ 実際に納付した消費税の額を記⼊してください。

【５】消費税、【６】借⼊⾦【５】消費税、【６】借⼊⾦

消費税消費税
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調査票
の記⼊
調査票
の記⼊ 調査票 ８ページ

借⼊⾦（⽀払利⼦）借⼊⾦（⽀払利⼦）

借⼊⾦借⼊⾦
ダイレクトメニューで【集計分析】⇒【集計】⇒【合計残⾼試算表】と進みます。
前期の合計残⾼試算表の決算・全部⾨・貸借対照表と今期の
合計残⾼試算表の決算・全部⾨・損益計算書を参照します。
この事例では、利⼦割引料の補助科⽬として「△△資⾦（畜舎⽤）」、
「✖✖資⾦（ローダー⽤）」等を設定しています。

調査票 ８調査票 P８



合計残⾼試算表

損益計算書 養豚部⾨

勘定科⽬ 繰 越 借⽅⾦額 貸⽅⾦額 残 ⾼ 構成⽐（%）

［経常損益の部］
【⽣産原価】

荷造運賃⼿数料 50,000
材料費 50,000
料⾦

労働賃（出荷に要する）

【７】 出荷に要した経費

【７】出荷に要した経費【７】出荷に要した経費

調査票 ８調査票 P８
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調査票
の記⼊
調査票
の記⼊ 調査票 ８ページ

出荷費⽤出荷費⽤
ダイレクトメニューで【集計分析】⇒【集計】⇒【合計残⾼試算表】と進みます。
合計残⾼試算表の決算・養豚部⾨・損益計算書を参照します。



減価償却資産集計表

コード
事業区分
資産区分

資産名称 取得価格 普通償却額 売却価額
摘要 交付⾦等 割増特別償却額 売却損益

取得年⽉⽇ 償却⽅法 耐⽤年数 償却率 期間 差引取得 当期償却費計 期⾸帳簿価額
売却除去⽇ 事業専⽤ 数量 残存１ 残存２ 償却基礎⾦額 償却費累計 期末帳簿価額

1
農 業
建物

畜舎 6,500,000

1965/9
0

2
農 業
建物

たい肥舎 300,000

1997/5

3
農 業
建物

作業場 2,600,000 200,000

2008/7

４
農 業
機械装置

脱臭施設 400,000

2013/3

損益計算書 全部⾨
勘定科⽬ 繰 越 借⽅⾦額 貸⽅⾦額 残 ⾼ 構成⽐（%）

［経常損益の部］
【⽣産原価】

修 繕 費
建物修繕費 30,000

【販売費⼀般管理費】
損害保険料

建物保険料 20,000

【７】建物及び構築物（⼟地改良施設を含む）の所有状況

【８】建物及び構築物（⼟地改良施設を含む）の所有状況【８】建物及び構築物（⼟地改良施設を含む）の所有状況

調査票 ９調査票 P９

26 27

調査票
の記⼊
調査票
の記⼊ 調査票 ９ ページ

ダイレクトメニューで【集計分析】⇒【集計】⇒【合計残⾼試算表】と進みます。
合計残⾼試算表の決算・全部⾨・損益計算書を参照します。
この事例では、修繕費の補助科⽬として「建物修繕費」を設定しています。

建物等の取得年⽉と取得価額、売却⾦額（⾃動⾞、農業機械も同様）建物等の取得年⽉と取得価額、売却⾦額（⾃動⾞、農業機械も同様）
ダイレクトメニューで【資産台帳】⇒【減価償却資産集計表】と進みます。
各資産名の取得年⽉⽇と取得価格を参照します。

修繕費・保険料修繕費・保険料

農業経営基盤強化準備⾦の取り崩しについて農業経営基盤強化準備⾦の取り崩しについて
「農業簿記」の合計残⾼試算表では表⽰できません。

肥育豚⽣産費統計調査票 「調査票の記⼊の仕⽅」を参照しご記⼊願います。




